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１．判例：会社解散請求上告事件（最高
裁判所第一小法廷昭和 49 年 9 月 26








Y 社が、上記 A ら 5 名により、B 社の簿
外資産保有増殖目的で設立された傍系会社の
一つである。第三者も株主となってはいるが、
単なる名義人にすぎず、実質 A ら 5 名にお
いて株式、資産を所有し、共同経営している
ものである。
昭和 36 年 2 月に B 社が脱税の疑いで国税









X の 2 名で平等に分配し、株式もこれに応じ
て両者に対し、それぞれ 9 千株を配分するこ
とに定められた。
その後、A と X との間で、資産分配やそ
の履行をめぐって争いが起こった。同族の斡
旋により、X が B 社大阪営業所を引き継い
で分離独立する過程で、A が横浜市中区長
者町所在の土地を X の所有とする代りに、X
に配分された Y 社株式のうち 2 千株を A に
配分された株式数に加える合意が成立した結
果、Y 社の発行済株式総数 1 万 8 千株のうち
A の取得分は 1 万 1 千株、X の取得分は 7





より、A は 2 千万の支払を放棄する代わりに、
X は Y 社株式 7 千株をすべて放棄する、と
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翌年 X は Y 社の株主として、 Y 社の解散
判決を求めて本件訴訟を提起した。その理由
として、Y 社の全株式が B 社の所有である
から、X が Y 社の株式 9 千株を取得する合





し、無効であると X は主張。X はまた、Y
社は株券を発行しておらず、株券発行前にな
された株式の譲渡は会社に対して効力を生じ




裁判所民事第 8 部判決　民集 28 巻 6 号
1314頁）。
①事実認定と判決
１審判決は、X が Y 社の株主であるとの
















３）以上を踏まえ、X は Y 社に対しその株
主であることを主張できず、商法第 406 条
の 2 第 1 項に定める適格を欠く。
1.2.2　原審（昭和 47年 8月 10日東京高等































る合意を A との間に成立させたので、Y 社
の株主たる地位を喪失したものといわざるを



































効力ヲ生ゼズ」（第 204 条 2 項）という規定
に違反することを訴訟の事由にしている。
Ｙ社の株券未発行について、本判旨は最高













































































2 月 27 日判決では、法人格否認の法理を初
めて適用した。井上（1994）によると、当該
例から 1994 年までに法人格否認の法理に基





































































































































1 項 1 号）を負うが、他の会社は株主総会と
取締役のみ（一人でもよい）置けば機関要件








づけ、責任の性格（265 条 2 項 4 号）、同責

























判平成 20.7.18 判　タ 1290 号 200 頁、金判




































一小法廷昭和 49 年 9 月 26 日判決 民集第
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